
５ 議案審議表

内閣委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律
の一部を改正する法律案（閣法第15号）※

20.2.1
―

3.25 内閣

3.28
可決(全)
附帯決議

3.31
可決(全)

―
4.7

4.8 4.10 質疑
4.10

可決(全)
附帯決議

4.11
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.18
15号

40

暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律の一部を改正する法律案（閣法第46
号）☆

20.2.26
―

4.22 内閣
4.25

可決(全)
4.30

可決(全)
―

4.14
4.15 4.17 質疑

4.17
可決(全)

4.18
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.2

28号
66

独立行政法人国民生活センター法の一部を
改正する法律案（閣法第57号）

20.3.4
―

4.8 内閣

4.11
可決(全)
附帯決議

4.15
可決(全)

―
4.21

4.22
4.24

可決(全)
附帯決議

4.25
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.2

27号
76

消費者契約法等の一部を改正する法律案
（閣法第58号）

20.3.4
―

4.8 内閣

4.11
可決(全)
附帯決議

4.15
可決(全)

―
4.21

4.22
4.24

可決(全)
附帯決議

4.25
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.2

29号
78

地域再生法の 部を改正する法律案（閣法
4 2 5 13 民主 自民

議案
要旨
掲載
頁

公布日

法律番
号

提出年月日

4.24 参考人/質
疑

参議院

注１ 衆議院議員提出法律案は、参議院に提出されたもののみ掲載。
注２ 本表には、内閣が衆議院に提出した議案で、参議院に送付されていないものも含む。

凡例 ☆：参議院先議 ※：予算関係法律案 (多)：賛成多数 (全)：全会一致

本会議(本会議趣旨説明)
付託日

委員会

衆議院

備考
委員会議決 本会議議決

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

件 名(参議院の委員会への付託順)

地域再生法の一部を改正する法律案（閣法
第27号）※

20.2.5
―

3.27 内閣

4.2
可決(全)
附帯決議

4.3
可決(全)

―
5.7

5.8
5.13

可決(全)
附帯決議

5.14
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.21
36号

47

構造改革特別区域法の一部を改正する法律
案（閣法第28号）

20.2.5
―

3.27 内閣
4.2

可決(全)
4.3

可決(全)
―
5.7

5.8
5.13

可決(全)
5.14

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.21
35号

48

宇宙基本法案（内閣委員長提出）（衆第17号） 20.5.9
5.13

可決(多)
―

5.14
5.15 5.20 質疑

5.20
可決(多)
附帯決議

5.21
可決(多)

民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

5.28
43号

118

インターネット異性紹介事業を利用して児童
を誘引する行為の規制等に関する法律の一
部を改正する法律案（閣法第48号）

20.2.29
―

4.14 青少年問題

4.18
可決(全)
附帯決議

4.22
可決(全)

―
5.21

5.22 5.27 質疑
5.27

可決(全)
附帯決議

5.28
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.6

52号
68

研究開発システムの改革の推進等による研究
開発能力の強化及び研究開発等の効率的推
進等に関する法律案（内閣委員長提出）（参
第20号）

20.5.29
―

6.3 文部科学

6.4
可決(多)
附帯決議

6.5
可決(多)

5.30
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
6.11
63号

108

国家公務員制度改革基本法案（閣法第75号） 20.4.4
(5.9)

5.9 内閣
5.28

修正(多)
5.29

修正(多)
(5.30)
5.30

6.3
6.3 質疑
6.5 参考人/質
疑

6.5
可決(全)
附帯決議

6.6
可決(多)

民主（一部）、
自民、公明、
社民、無

民主（一部）、
共産、無

6.13
68号

96

オウム真理教犯罪被害者等を救済するための
給付金の支給に関する法律案（内閣委員長
提出）（衆第24号）

20.6.4
6.5

可決(全)
―
6.6

6.10 ―
6.10

可決(全)
6.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
80号

122

青少年が安全に安心してインターネットを利
用できる環境の整備等に関する法律案（青少
年問題に関する特別委員長提出）（衆第30
号）

20.6.6
6.6

可決(全)
―
6.9

6.10
6.10 参考人/質
疑

6.10
可決(全)
附帯決議

6.11
可決(多)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

無
6.18
79号

127

5.13 質疑



総務委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

地方交付税法等の一部を改正する法律案
（閣法第1号）

20.1.18
―

1.24 総務
1.29

修正(多)
1.29

修正(多)
―

1.31
2.1 2.5 質疑

2.6
可決(多)

2.6
可決(多)

民主（一部）、
自民、公明、
社民、無

民主（一部）、
共産、無

2.14
4号

32

放送法第三十七条第二項の規定に基づき、
承認を求めるの件（閣承認第1号）

20.2.8
(3.18)

3.18 総務

3.25
承認(全)
附帯決議

3.25
承認(全)

―
3.26

3.28
3.28 質疑
3.31 質疑

3.31
承認(全)
附帯決議

3.31
承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 145

国民生活等の混乱を回避するための地方税
法の一部を改正する法律案（総務委員長提
出）（衆第7号）

20.3.31
3.31

可決(全)
―

3.31
3.31 ―

3.31
可決(全)

3.31
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
3.31
10号

117

地方税法等の一部を改正する法律案（閣法
第5号）※

20.1.25
(2.19）

2.19 総務
2.29

可決(多)
2.29

可決(多)
(4.4)
4.4

4.8 ― ― ― ―
4.30
21号

34

地方法人特別税等に関する暫定措置法案 ( ） ( )

議案
要旨
掲載
頁

公布日

法律番
号

4.15
地方公聴
会
4.30
衆議院に
おいて、
憲法第59
条第 4項
により、
参議院が

本会議

参議院

4.8 質疑
4 10 質疑

委員会(本会議趣旨説明)
付託日

備考

衆議院

提出年月日件 名(参議院の委員会への付託順) (本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決

地方法人特別税等に関する暫定措置法案
（閣法第6号）※

20.1.25
(2.19）

2.19 総務
2.29

可決(多)
2.29

可決(多)
(4.4)
4.4

4.8 ― ― ― ―
4.30
25号

34

地方交付税法等の一部を改正する法律案
（閣法第7号）※

20.1.25
(2.19）

2.19 総務
2.29

可決(多)
2.29

可決(多)
(4.4)
4.4

4.8 ― ― ― ―
4.30
22号

34

消防法及び消防組織法の一部を改正する法
律案（閣法第63号）☆

20.3.4
―

5.16 総務

5.20
可決(全)
附帯決議

5.22
可決(全)

―
5.12

5.13 5.15 質疑
5.15

可決(全)
附帯決議

5.16
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.28
41号

84

電波法の一部を改正する法律案（閣法第29
号）※

20.2.5
(4.3）

4.3 総務

4.17
修正(全)
附帯決議

4.17
修正(全)

(5.14)
5.14

5.15 5.20 質疑
5.22

可決(全)
附帯決議

5.23
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.30
50号

49

特定電子メールの送信の適正化等に関する
法律の一部を改正する法律案（閣法第49号）

20.2.29
―

4.21 総務

4.24
可決(全)
附帯決議

4.25
可決(全)

―
5.23

5.27 5.29 質疑
5.29

可決(全)
附帯決議

5.30
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.6

54号
69

日本放送協会平成十七年度財産目録、貸借
対照表及び損益計算書並びにこれに関する
説明書

19.2.9
(166回)

―
20.1.18 総務

6.3
異議がない

(多)

6.5
異議がない(多)

―
6.9

6.10 6.10 質疑
6.10

是認しな
い

6.11
是認しな

い

民主（一部）、
自民、公明、
無

民主（一部）、
共産、社民、
無

151

日本放送協会平成十八年度財産目録、貸借
対照表及び損益計算書並びにこれに関する
説明書

20.2.8
―

6.2 総務

6.3
異議がない

(多)

6.5
異議がない(多)

―
6.9

6.10 6.10 質疑
6.10

是認(多)
6.11

是認(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産、無 151

議院
否決した
ものとみ
なす議決
を行い、
衆議院へ
返付、憲
法第59条
第2項に
より、衆
議院議決
案を再議
決した

4.10 質疑
4.17 質疑
4.22 参考人
4.24 質疑



趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

携帯音声通信事業者による契約者等の本人
確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用
の防止に関する法律の一部を改正する法律
案（総務委員長提出）（衆第26号）

20.6.5
6.6

可決(全)
―
6.9

6.10 6.10 質疑
6.10

可決(全)
附帯決議

6.11
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
76号

123

地方自治法の一部を改正する法律案（総務
委員長提出）（衆第31号）

20.6.10
6.10

可決(全)
―

6.10
6.10 6.10 質疑

6.10
可決(全)

6.11
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
69号

129

法務委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

刑事訴訟法の一部を改正する法律案（松岡
徹君外5名発議）（第168回国会参第10号）

19.12.4
(168回)

―
20.6.18 法務

審査未了 ―
―

19.12.26
(168回)

20.5.29 6.3 質疑
6.3

可決(多)
6.4

可決(多)
民主、共産、
社民、無

自民、公明、
無

― 113

裁判所職員定員法の一部を改正する法律案
（閣法第16号）※

20.2.1
―

3 18 法務
3.25

可決(全)
3.27

可決(全)
―

3 31
4.1 4.8 質疑

4.8
可決(全)

4.9
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民 無

―
4.11
11号

42

衆議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決

参議院

備考

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日

委員会 本会議

公布日

法律番
号

本会議議決
提出年月日件 名(参議院の委員会への付託順)

件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

衆議院 参議院 公布日

法律番
号

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

（閣法第16号）※ 3.18 法務 可決(全) 可決(全) 3.31 可決(全) 可決(全)
社民、無

11号

犯罪被害者等の権利利益の保護を図るため
の刑事手続に付随する措置に関する法律及
び総合法律支援法の一部を改正する法律案
（閣法第30号）※

20.2.5
―

3.31 法務
4.4

可決(全)
4.8

可決(全)
―
4.9

4.10 4.15 質疑
4.15

可決(全)
4.16

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.23
19号

50

保険法案（閣法第65号） 20.3.5
―

4.7 法務

4.25
可決(全)
附帯決議

4.30
可決(多)

―
5.19

5.20
5.29

可決(多)
附帯決議

5.30
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
6.6

56号
86

保険法の施行に伴う関係法律の整備に関す
る法律案（閣法第66号）

20.3.5
―

4.7 法務

4.25
可決(全)
附帯決議

4.30
可決(多)

―
5.19

5.20
5.29

可決(多)
附帯決議

5.30
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
6.6

57号
88

性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関
する法律の一部を改正する法律案（法務委員
長提出）（参第21号）

20.6.3
―

6.4 法務
6.6

可決(全)
6.10

可決(全)
6.4

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
70号

109

少年法の一部を改正する法律案（閣法第68
号）

20.3.7
(5.22）

5.22 法務

5.30
修正(多)
附帯決議

6.3
修正(多)

(6.4)
6.4

6.5
6.5 質疑
6.10 参考人/質
疑

6.10
可決(多)
附帯決議

6.11
可決(多)

民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

6.18
71号

90

5.22 質疑
5.27 参考人
5.29 質疑



外交防衛委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及
び安全保障条約第六条に基づく施設及び区
域並びに日本国における合衆国軍隊の地位
に関する協定第二十四条についての新たな
特別の措置に関する日本国とアメリカ合衆国
との間の協定の締結について承認を求めるの
件（閣条第１号）

20.2.5
(3.18）

3.18 外務
4.2

承認(多)
4.3

承認(多)
―
4.9

4.10
4.17 質疑
4.22 質疑
4.24 質疑

4.24
不承認

4.25
不承認

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

135

4.25
衆議院へ
返付、両
院協議会
成案を得
ず、憲法
第61条の
規定によ
り、衆議
院の議決
が国会の
議決とな
る

在外公館の名称及び位置並びに在外公館に
勤務する外務公務員の給与に関する法律の
一部を改正する法律案（閣法第31号）※

20.2.5
―

4.3 外務

4.9
修正(全)
附帯決議

4.10
修正(全)

―
5.7

5.8 5.13 質疑
5.13

可決(全)
附帯決議

5.14
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.21
34号

51

経済上の連携に関する日本国とブルネイ・ダ
ルサラーム国との間の協定の締結について承
認を求めるの件（第168回国会閣条第1号）

19.12.11
(168回)

―
20.1.18 外務

4.16
承認(全)

4.17
承認(全)

―
5.12

5.13
5.15

承認(全)
5.16

承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 141

衆議院

委員会議決
委員会 備考

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日

参議院

本会議

公布日

法律番
号

件 名(参議院の委員会への付託順) (本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

提出年月日
本会議議決

認を求めるの件（第168回国会閣条第1号） 社民、無

刑事に関する共助に関する日本国と中華人
民共和国との間の条約の締結について承認
を求めるの件（閣条第10号）

20.3.7
―

4.9 外務
4.16

承認(全)
4.17

承認(全)
―

5.12
5.13

5.15
承認(全)

5.16
承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 139

経済上の連携に関する日本国とインドネシア
共和国との間の協定の締結について承認を
求めるの件（第168回国会閣条第2号）

19.12.11
(168回)

―
20.1.18 外務

4.16
承認(多)

4.17
承認(多)

―
5.12

5.13
5.15

承認(多)
5.16

承認(多)
民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

142

投資の自由化、促進及び保護に関する日本
国とカンボジア王国との間の協定の締結につ
いて承認を求めるの件（第168回国会閣条第3
号）

19.12.11
(168回)

―
20.1.18 外務

4.23
承認(全)

4.24
承認(全)

―
5.14

5.15
5.20

承認(全)
5.21

承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 143

投資の自由化、促進及び保護に関する日本
国とラオス人民民主共和国との間の協定の締
結について承認を求めるの件（閣条第2号）

20.2.22
―

4.17 外務
4.23

承認(全)
4.24

承認(全)
―

5.14
5.15

5.20
承認(全)

5.21
承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 136

全権委員会議（千九百九十四年京都、千九
百九十八年ミネアポリス及び二千二年マラケ
シュ）において改正された国際電気通信連合
憲章（千九百九十二年ジュネーブ）を改正す
る文書（全権委員会議（二千六年アンタルヤ）
において採択された改正）及び全権委員会議
（千九百九十四年京都、千九百九十八年ミネ
アポリス及び二千二年マラケシュ）において改
正された国際電気通信連合条約（千九百九
十二年ジュネーブ）を改正する文書（全権委
員会議（二千六年アンタルヤ）において採択さ
れた改正）の締結について承認を求めるの件
（閣条第6号）

20.2.26
―

4.17 外務
4.23

承認(全)
4.24

承認(全)
―

5.14
5.15

5.20
承認(全)

5.21
承認(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

― 138

5.20 質疑

5.15 質疑



趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

千九百九十四年の関税及び貿易に関する一
般協定の譲許表第三十八表（日本国の譲許
表）の修正及び訂正に関する二千八年一月
二十二日に作成された確認書の締結につい
て承認を求めるの件（閣条第3号）

20.2.22
―

5.7 外務
5.9

承認(全)
5.13

承認(全)
―

5.19
5.20 ― ― ― ― ― 137

社会保障に関する日本国とオランダ王国との
間の協定の締結について承認を求めるの件
（閣条第8号）

20.3.7
―

5.7 外務
5.9

承認(全)
5.13

承認(全)
―

5.19
5.20 ― ― ― ― ― 139

社会保障に関する日本国とチェコ共和国との
間の協定の締結について承認を求めるの件
（閣条第9号）

20.3.7
―

5.7 外務
5.9

承認(全)
5.13

承認(全)
―

5.19
5.20 ― ― ― ― ― 139

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決

参議院 公布日

法律番
号

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日

委員会 本会議

6.12
憲法第61
条の規定
により、衆
議院の議
決が国会
の 議 決 と
な っ た旨
の通知書
を 受 領 、
衆議院へ
返付

備考件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

衆議院



財政金融委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

関税定率法等の一部を改正する法律案（閣
法第8号）※

20.1.25
―

3.18 財務金融

3.19
可決(多)
附帯決議

3.25
可決(多)

―
3.26

3.27 3.31 質疑
3.31

可決(多)
附帯決議

3.31
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
3.31
5号

34

揮発油税等の税率の特例の廃止、道路特定
財源諸税の一般財源化及び地方公共団体の
一般財源の確保のための関係法律の一部を
改正する等の法律案（直嶋正行君外7名発
議）（参第1号）

20.2.29 ― ― ―
―

3.26
4.8 審査未了 ― ― ― ― 102

所得税法等の一部を改正する法律案（直嶋
正行君外7名発議）（参第2号）

20.2.29 ― ― ―
―

3.26
4.8 審査未了 ― ― ― ― 102

租税特別措置法の一部を改正する法律案
（直嶋正行君外7名発議）（参第3号）

20.2.29 ― ― ―
―

3.26
4.8 審査未了 ― ― ― ― 102

国民生活等の混乱を回避するための租税特
別措置法の一部を改正する法律案 （財務金
融委員長提出）（衆第8号）

20.3.31
3.31

可決(多)
―

3.31
3.31 ―

3.31
可決(多)

3.31
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
3.31
9号

117

備考

公布日

法律番
号

参議院

本会議委員会(本会議趣旨説明)
付託日

議案
要旨
掲載
頁

4.10 質疑
4.15 質疑
4.18 参考人
4.22 質疑
（閣法第2号、閣
法第3号、参第8
号、参第9号と一
括質疑）

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日 付託委員会

提出年月日

衆議院

件 名(参議院の委員会への付託順)

平成二十年度における公債の発行の特例に
関する法律案（閣法第2号）※

20.1.18
(2.19）

2.19 財務金融
2.29

可決(多)
2.29

可決(多)
(4.4)
4.4

4.8 ― ― ― ―
4.30
24号

32

所得税法等の一部を改正する法律案 （閣法
第3号）※

20.1.23
(2.19）

2.19 財務金融
2.29

可決(多)
2.29

可決(多)
(4.4)
4.4

4.8 ― ― ― ―
4.30
23号

32

揮発油税等の税率の特例の廃止に伴う調整
措置の実施に関する法律案（直嶋正行君外8
名発議）（参第8号）

20.3.21 ― ― ―
―
4.4

4.8 審査未了 ― ― ― ― 103

租税特別措置の整理及び合理化を推進する
ための適用実態調査及び正当性の検証等に
関する法律案（直嶋正行君外8名発議）（参第
9号）

20.3.21
―

6.18 財務金融
審査未了 ―

―
4.4

4.8
5.22

可決(多)
5.23

可決(多)
民主、共産、
社民、無

自民、公明、
無

― 103

4.10 質疑
4.15 質疑
4.18 参考人
4.22 質疑
5.22 質疑※
（参第1号、参第
2号、参第3号と
一括質疑）
（※5.22の質疑
は参第9号のみ）

4.30
衆議院に
おいて、
憲法第59
条第 4項
により、
参議院が
否決した
ものとみ
なす議決
を行い、
衆議院へ
返付、憲
法第59条
第 2項に
より、衆
議院議決
案を再議
決した



趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

国際開発協会への加盟に伴う措置に関する
法律の一部を改正する法律案（閣法第18号）
※

20.2.1
―

3.25 財務金融

3.26
可決(全)
附帯決議

3.27
可決(全)

―
4.4

4.8 4.8 質疑
4.8

可決(全)
附帯決議

4.9
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.16
14号

43

道路整備費の財源等の特例に関する法律の
一部を改正する法律案（閣法第4号）※

20.1.23
(2.21）

2.21 国土交通
3.12

可決(多)
3.13

可決(多)
(4.16)
4.16

4.23
(連合審査

会)

4.24 連合審査
会
5.9 連合審査会

5.9
否決

5.12
否決

民主（一部）、
自民、公明、
無

民主（一部）、
共産、社民、
無

5.13
31号

33

4.23
4.24
5.9
財政金融
委員会、
国土交通
委員会連
合審査会
5.12
衆議院へ
返付
5.13
憲法第59
条第 2項
により、
衆議院議
決案を再
議決した

委員会 本会議 備考件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

衆議院 参議院 公布日

法律番
号

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

電子情報処理組織による税関手続の特例等
に関する法律の一部を改正する法律案（閣法
第17号）※

20.2.1
―

4.7 財務金融

4.16
可決(多)
附帯決議

4.17
可決(多)

―
5.19

5.20 5.22 質疑
5.22

可決(多)
附帯決議

5.23
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
5.30
46号

42

金融商品取引法等の一部を改正する法律案
（閣法第59号）

20.3.4
―

4.24 財務金融

5.23
可決(多)
附帯決議

5.2７
可決(多)

―
5.27

5.27
5.29 質疑
6.3 参考人
6.5 質疑

6.5
可決(多)
附帯決議

6.6
可決(多)

民主、自民、
公明、共産
（一部）、無

共産（一部）、
社民、無

6.13
65号

79



文教科学委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員
定数の標準に関する法律の一部を改正する
法律案（閣法第19号）※

20.2.1
―

3.14 文部科学
3.21

可決(多)
3.25

可決(多)
―

3.26
3.27 3.31 質疑

3.31
可決(全)
附帯決議

3.31
可決(多)

民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

3.31
6号

44

独立行政法人日本原子力研究開発機構法の
一部を改正する法律案（閣法第43号）

20.2.22
―

4.7 文部科学

4.16
可決(全)
附帯決議

4.17
可決(全)

―
5.19

5.22 5.27 質疑
5.27

可決(全)
附帯決議

5.28
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.6

51号
64

財政が破綻状態にある市町村の義務教育関
係事務の国への移管制度の創設に関する法
律案（佐藤泰介君外6名発議）（参第11号）

20.4.9
―

6.18 文部科学
審査未了 ―

―
5.20

5.22 5.27 質疑
5.27

可決(多)
5.28

可決(多)
民主、共産、
社民、無

自民、公明、
無

― 104

社会教育法等の一部を改正する法律案（閣
法第51号）

20.2.29
―

5.14 文部科学

5.23
可決(多)
附帯決議

5.27
可決(多)

―
5.28

5.29 6.3 質疑
6.3

可決(全)
附帯決議

6.4
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
6.11
59号

71

学校保健法等の一部を改正する法律案（閣
法第52号）

20.2.29
―

5.26 文部科学

5.30
修正(全)
附帯決議

6.3
修正(全)

―
6.4

6.5 6.10 質疑
6.10

可決(全)
附帯決議

6.11
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民 無

―
6.18
73号

72

(本会議趣旨説明)
付託日

委員会
委員会議決

本会議

参議院 議案
要旨
掲載
頁

公布日

法律番
号

備考件 名(参議院の委員会への付託順) (本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

本会議議決
提出年月日

衆議院

たん

附帯決議 附帯決議 社民、無

障害のある児童及び生徒のための教科用特
定図書等の普及の促進等に関する法律案
（文教科学委員長提出）（参第26号）

20.6.5
―

6.6 文部科学

6.10
可決(全)
附帯決議

6.10
可決(全)

6.6
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
81号

110

地震防災対策特別措置法の一部を改正する
法律案（文部科学委員長提出）（衆第27号）

20.6.6
6.6

可決(全)
―
6.9

6.10 ―
6.10

可決(全)
6.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
72号

124



厚生労働委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

障害者自立支援法及び児童福祉法の一部を
改正する法律案（谷博之君外6名発議）（第
168回国会参第3号）

19.9.28
(168回)

― ― ―
―

19.12.26
(168回)

20.4.24 ― 審査未了 ― ― ― ― 112

特定肝炎対策緊急措置法案（家西悟君外6名
発議）（第168回国会参第4号）

19.10.2
(168回)

― ― ―
―

19.11.30
(168回)

12.4
(168回)

― 審査未了 ― ― ― ― 112

戦没者の父母等に対する特別給付金支給法
の一部を改正する法律案（閣法第20号）※

20.2.1
―

4.1 厚生労働
4.4

修正(全)
4.8

修正(全)
―
4.8

4.8
4.10

可決(全)
4.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.18
18号

44

駐留軍関係離職者等臨時措置法及び国際協
定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時
措置法の一部を改正する法律案（閣法第21
号）※

20.2.1
―

4.1 厚生労働
4.4

可決(全)
4.8

可決(全)
―
4.8

4.8
4.10

可決(全)
4.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.18
17号

44

感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律及び検疫法の一部を改正す
る法律案（閣法第32号）

20.2.5
―

4.14 厚生労働

4.23
修正(全)
附帯決議

4.24
修正(全)

―
4.24

4.24 4.24 質疑
4.24

可決(全)
附帯決議

4.25
可決(多)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

無
5.2

30号
52

4.10 質疑

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日委員会議決 本会議議決

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

衆議院 参議院 公布日

法律番
号

本会議委員会

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正す
る法律案（閣法第67号）

20.3.5
4.8

4.8 厚生労働
4.25

可決(全)
4.25

可決(全)
―
5.7

5.8
5.20

可決(全)
附帯決議

5.21
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.28
42号

88

介護従事者等の人材確保のための介護従事
者等の処遇改善に関する法律案（厚生労働
委員長提出）（衆第16号）

20.4.25
4.25

可決(全)
―
5.7

5.8
5.20

可決(全)
5.21

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.28
44号

118

後期高齢者医療制度の廃止等及び医療に係
る高齢者の負担の軽減等のために緊急に講
ずべき措置に関する法律案（福山哲郎君外8
名発議）（参第17号）

20.5.23
―

6.18 厚生労働
―

5.28
5.29

6.3 質疑
6.5 参考人/質
疑

6.5
可決(全)

6.6
可決(多)

民主、公明
（一部）、
共産、社民、
無

自民、公明
（一部）、無

― 106

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律
の一部を改正する法律案（厚生労働委員長
提出）（衆第25号）

20.6.4
6.5

可決(全)
―
6.9

6.10 ―
6.10

可決(全)
6.11

可決(多)

民主（一部）､
自民、公明、
共産、社民、
無

民主（一部）
6.18
78号

123

ハンセン病問題の解決の促進に関する法律
案（厚生労働委員長提出）（衆第29号）

20.6.6
6.6

可決(全)
―
6.9

6.10 ―
6.10

可決(全)
6.11

可決(多)

民主（一部）、
自民、公明、
共産、社民、
無

民主（一部）
6.18
82号

125

5.13 参考人※
5.15 質疑
5.20 質疑

※5.13の
参考人質
疑は閣法
第67号の
み

継続審査



農林水産委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

水産加工業施設改良資金融通臨時措置法の
一部を改正する法律案（閣法第24号）

20.2.1
―

3.13 農林水産
3.19

可決(全)
3.25

可決(全)
―

3.25
3.25 3.27 質疑

3.27
可決(全)

3.28
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
3.31
7号

45

独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律
案（閣法第22号）※

20.2.1
―

3.18 農林水産

3.24
可決(多)
附帯決議

3.25
可決(多)

―
3.26

3.27 3.31 質疑
3.31

可決(全)
附帯決議

3.31
可決(多)

民主、自民、
公明、共産、
無

社民
3.31
8号

45

生糸の輸入に係る調整等に関する法律を廃
止する法律案（閣法第23号）

20.2.1
―

3.31 農林水産
4.2

修正(全)
4.3

修正(多)
―
4.7

4.8 4.10 質疑
4.10

可決(多)
4.11

可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
4.11
12号

45

森林の間伐等の実施の促進に関する特別措
置法案（閣法第38号）※

20.2.8
―

4.7 農林水産
4.15

可決(全)
4.17

可決(全)
(4.23)
4.23

4.24 4.24 質疑
5.8

可決(全)
附帯決議

5.9
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.16
32号

59

農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料
としての利用の促進に関する法律案（閣法第
41号）

20.2.15
―

4.14 農林水産
4.22

可決(全)
4.24

可決(全)
―

5.12
5.13 5.20 質疑

5.20
可決(全)
附帯決議

5.21
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.28
45号

63

備考

議案
要旨
掲載
頁

本会議(本会議趣旨説明)
付託日

参議院

委員会議決
委員会提出年月日

衆議院

本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日 付託委員会

件 名(参議院の委員会への付託順)

公布日

法律番
号

食品の製造過程の管理の高度化に関する臨
時措置法の一部を改正する法律案（閣法第
42号）

20.2.15
―

5.7 農林水産
5.15

可決(全)
5.20

可決(全)
―

5.21
5.22 5.27 質疑

5.27
可決(全)

5.28
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.6

55号
64



経済産業委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

特許法等の一部を改正する法律案（閣法第
25号）※

20.2.1
―

3.25 経済産業
4.2

可決(全)
4.3

可決(全)
―
4.4

4.8 4.10 質疑
4.10

可決(全)
4.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.18
16号

46

中小企業における経営の承継の円滑化に関
する法律案（閣法第33号）

20.2.5
―

3.31 経済産業

4.9
可決(全)
附帯決議

4.10
可決(全)

(4.18)
4.18

4.24 4.24 質疑
5.8

可決(全)
附帯決議

5.9
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.16
33号

56

中小企業者と農林漁業者との連携による事業
活動の促進に関する法律案（閣法第39号）

20.2.8
―

4.7 経済産業

4.16
可決(全)
附帯決議

4.17
可決(全)

(5.12)
5.12

5.13
5.15

可決(全)
附帯決議

5.16
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.23
38号

60

企業立地の促進等による地域における産業
集積の形成及び活性化に関する法律の一部
を改正する法律案（閣法第40号）

20.2.8
―

4.7 経済産業
4.16

可決(全)
4.17

可決(全)
―

5.12
5.13

5.15
可決(全)

5.16
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.23
37号

62

エネルギーの使用の合理化に関する法律の
一部を改正する法律案（閣法第61号）

20.3.4
―

4.14 経済産業

4.25
可決(全)
附帯決議

4.25
可決(全)

―
5.16

5.20
5.22

可決(全)
附帯決議

5.23
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.30
47号

81

揮発油等の品質の確保等に関する法律の一
部を改正する法律案（閣法第 号）

20.3.4
―

4 14 経済産業

4.25
可決(全)

4.25
可決(全)

―
16

5.20
5.22

可決(全)
5.23

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、 ―

5.30
48号

83

本会議議決

5.20 質疑
5.22 参考人/質
疑

備考

参議院衆議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決
件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

議案
要旨
掲載
頁

公布日

法律番
号

5.15 質疑

(本会議趣旨説明)
付託日

本会議委員会

部を改正する法律案（閣法第62号）
20.3.4

4.14 経済産業
可決(全)
附帯決議

可決(全) 5.16
5.20 可決(全)

附帯決議
可決(全)

公明、共産、
社民、無

48号
83

信用保証協会法の一部を改正する法律案
（閣法第54号）

20.2.29
―

4.28 経済産業

5.16
可決(多)
附帯決議

5.20
可決(多)

―
5.23

5.27
6.3

可決(全)
附帯決議

6.4
可決(多)

民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

6.11
60号

75

中小企業金融公庫法の一部を改正する法律
案（閣法第56号）

20.2.29
―

4.28 経済産業
5.16

可決(多)
5.20

可決(多)
―

5.23
5.27

6.3
可決(全)

6.4
可決(多)

民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

6.11
62号

76

中小企業信用保険法の一部を改正する法律
案（閣法第55号）

20.2.29
―

4.28 経済産業
5.16

可決(全)
5.20

可決(全)
―

5.23
5.27

6.3
可決(全)

6.4
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.11
61号

76

特定商取引に関する法律及び割賦販売法の
一部を改正する法律案（閣法第70号）

20.3.7
(5.15)

5.15 経済産業

5.28
可決(全)
附帯決議

5.29
可決(全)

(5.30)
5.30

6.3
6.5 参考人
6.10 質疑

6.10
可決(全)
附帯決議

6.11
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
74号

91

外国為替及び外国貿易法第十条第二項の規
定に基づき、北朝鮮からの貨物につき輸入承
認義務を課する等の措置を講じたことについ
て承認を求めるの件（閣承認第3号）

20.4.22
―

5.23 経済産業
5.30

承認(多)
6.3

承認(多)
―
6.6

6.10 ―
6.10

承認(全)
6.11

承認(多)
民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

147

6.3 質疑



国土交通委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

領海等における外国船舶の航行に関する法
律案（閣法第47号）☆

20.2.26
―

5.29 国土交通
6.3

可決(全)
6.5

可決(全)
―
4.7

4.8 4.10 質疑
4.10

可決(全)
4.11

可決(多)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

無
6.11
64号

67

国土交通省設置法等の一部を改正する法律
案（閣法第10号）※

20.1.29
(4.4)

4.4 国土交通

4.15
修正(多)
附帯決議

4.15
修正(多)

(4.18)
4.18

4.22 4.24 質疑
4.24

可決(全)
附帯決議

4.25
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
5.2

26号
36

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞
在の促進に関する法律案（閣法第11号）※

20.1.29
―

4.15 国土交通

4.22
可決(全)
附帯決議

4.22
可決(全)

―
5.12

5.13
5.15

可決(全)
附帯決議

5.16
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.23
39号

37

地域における歴史的風致の維持及び向上に
関する法律案（閣法第12号）※

20.1.29
―

4.15 国土交通

4.22
可決(全)
附帯決議

4.22
可決(全)

―
5.12

5.13
5.15

可決(全)
附帯決議

5.16
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.23
40号

38

地域公共交通の活性化及び再生に関する法
律の一部を改正する法律案（閣法第13号）※

20.1.29
―

4.21 国土交通

4.23
可決(全)
附帯決議

4.24
可決(全)

―
5.16

5.20 5.22 質疑
5.22

可決(全)
附帯決議

5.23
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
5.30
49号

40

海上運送法及び船員法の一部を改正する法 ―
5.21

多
5 22 ―

5.29
5 30

民主、自民、
6 6

委員会(本会議趣旨説明)
付託日

件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

衆議院

委員会議決
(本会議趣旨説明)

付託日 付託委員会
本会議議決

参議院 議案
要旨
掲載
頁

備考

公布日

法律番
号

本会議

5.15 質疑

海上運送法及び船員法の 部を改正する法
律案（閣法第34号）※

20.2.5
5.8 国土交通

可決(多)
附帯決議

5.22
可決(多) 5.23

5.27 5.29 質疑 可決(全)
附帯決議

5.30
可決(多)

公明、社民、
無

共産
6.6

53号
57

港湾法の一部を改正する法律案（閣法第35
号）※

20.2.5
―

5.21 国土交通
5.27

可決(全)
5.27

可決(全)
―
6.2

6.3 6.5 質疑
6.5

可決(全)
6.6

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.13
66号

58

空港整備法及び航空法の一部を改正する法
律案（閣法第71号）※

20.3.7
―

5.27 国土交通

6.4
可決(多)
附帯決議

6.5
可決(多)

―
6.5

6.5 6.10 質疑
6.10

可決(全)
附帯決議

6.11
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産、無
6.18
75号

93

特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法
第五条第一項の規定に基づき、特定船舶の
入港禁止の実施につき承認を求めるの件（閣
承認第2号）

20.4.22
―

5.27 国土交通
5.30

承認(多)
6.3

承認(多)
―
6.6

6.10 ―
6.10

承認(多)
6.11

承認(多)
民主、自民、
公明、無

共産、社民、
無

146



環境委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

土壌汚染対策法の一部を改正する法律案
（岡崎トミ子君外7名発議）（第168回国会参第
11号）

19.12.4
(168回)

―
20.6.2 環境

―
19.12.26
(168回)

20.5.20 5.22 質疑
5.22

可決(多)
5.23

可決(多)
民主、共産、
社民、無

自民、公明、
無

― 114

公害健康被害の補償等に関する法律の一部
を改正する法律案（閣法第26号）※

20.2.1
―

3.17 環境

3.25
修正(全)
附帯決議

3.25
修正(全)

―
3.31

4.1 4.8 質疑
4.8

可決(全)
附帯決議

4.9
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.16
13号

47

愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する
法律案（閣法第64号）☆

20.3.4
―

6.2 環境

6.6
修正(全)
附帯決議

6.10
修正(全)

―
5.19

5.20
5.20 質疑
5.22 質疑

5.22
可決(全)
附帯決議

5.23
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
83号

85

6.10
衆議院よ
り回付
6.11
参議院同
意

地球温暖化対策の推進に関する法律の一部
を改正する法律案（閣法第72号）

20.3.7
(4.10)

4.10 環境

4.25
修正(全)
附帯決議

4.25
修正(多)

(5.21)
5.21

5.22

5.27 質疑
6.3 参考人/質
疑
6.5 質疑

6.5
可決(多)
附帯決議

6.6
可決(多)

民主、自民、
公明、社民、
無

共産
6.13
67号

95

生物多様性基本法案（環境委員長提出）（衆
第19号）

20.5.20
5.22

可決(全)
―

5.23
5.27 5.27 質疑

5.27
可決(全)

5.28
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.6

58号
121

委員会議決
提出年月日

継続審査

件 名(参議院の委員会への付託順)
本会議議決

衆議院

備考(本会議趣旨説明)
付託日

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会

議案
要旨
掲載
頁

公布日

法律番
号

参議院

本会議

石綿による健康被害の救済に関する法律の
一部を改正する法律案（環境委員長提出）
（衆第22号）

20.6.3
6.5

可決(全)
―
6.9

6.10 ―
6.10

可決(全)
6.11

可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
6.18
77号

121



予算委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

平成十九年度一般会計補正予算（第1号）（閣
予第1号）

20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
1.29

可決(多)
1.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
1.29 本付託

1.29
2.6

否決
2.6

否決
自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

130

平成十九年度特別会計補正予算（特第1号）
（閣予第2号）

20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
1.29

可決(多)
1.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
1.29 本付託

1.29
2.6

否決
2.6

否決
自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

130

平成十九年度政府関係機関補正予算（機第1
号）（閣予第3号）

20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
1.29

可決(多)
1.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
1.29 本付託

1.29
2.6

否決
2.6

否決
自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

130

平成二十年度一般会計予算（閣予第4号） 20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
2.29

可決(全)
2.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
2.29 本付託

1.29(予備)
3.28
否決

3.28
否決

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

132

平成二十年度特別会計予算（閣予第5号） 20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
2.29

可決(全)
2.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
2 29 本付託

1.29(予備)
3.28
否決

3.28
否決

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

132

2.6
衆議院へ返付､
両院協議会成
案を得ず､憲法
第 60 条 第 2 項
の規定により､
衆議院の議決
が国会の議決
となる

3.27
3.28
委嘱審査
3.28
衆議院へ返付､
両院協議会成
案を得ず､憲法

備考

参議院

(本会議趣旨説明)
付託日

1.31 総括質疑
2.1 一般質疑
2.5 締めくくり質
疑

3.13 基本的質
疑
3.14 基本的質
疑
3.17 一般質疑
3.18 一般質疑/
集中審議
3.19 一般質疑

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

本会議議決
提出年月日

衆議院

本会議
議案要
旨掲載

頁委員会議決
委員会件 名（参議院の委員会への付託順）

算 ( ) (多)
2.29 本付託

否 否 社 、

平成二十年度政府関係機関予算（閣予第6
号）

20.1.18
(1.18 財政演説)

1.18 予算
2.29

可決(全)
2.29

可決(多)

(1.18 財政演説)
1.18予備付託
2.29 本付託

1.29(予備)
3.28
否決

3.28
否決

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

132

案 得ず､憲法
第 60 条 第 2 項
の規定により､
衆議院の議決
が国会の議決
となる

3.21 一般質疑
3.24 一般質疑/
集中審議
3.25 公聴会
3.28 締めくくり質
疑



決算委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

平成十八年度国有財産増減及び現在額総計
算書

19.11.20
(168回)

―
20.1.18 決算行政

監視

6.6
是認(多)

6.10
是認(多)

―
19.11.26
(168回)

19.11.26
(168回)

6.10
是認しな

い

6.11
是認しな

い

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

151

平成十八年度国有財産無償貸付状況総計算
書

19.11.20
(168回)

―
20.1.18 決算行政

監視

6.6
是認(多)

6.10
是認(多)

―
19.11.26
(168回)

19.11.26
(168回)

6.10
是認(多)

6.11
是認(多)

民主（一部）、
自民、公明、
共産、社民、
無

民主（一部） 151

平成十八年度一般会計予備費使用総調書及
び各省各庁所管使用調書（その１）

19.3.20
(166回)

―
20.1.18 決算行政

監視

5.23
承諾(多)

5.23
承諾(多)

―
5.23

5.26
5.26

不承諾
5.28

不承諾
自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

148

平成十八年度特別会計予備費使用総調書及 19 3 20
―

5 23 5 23 ― 5 26 5 28
自民、公明、

5.26は予備費
関係5件と一括

(168回)
19.12.10 全般質
疑

(169回)
20.4.9 質疑
4.18 質疑
4.21 質疑
4.28 質疑
5.12 質疑
5.16 質疑
5.19 質疑
5.21 質疑
5.26 准総括質
疑
6.9 締めくくり総
括質疑

委員会議決

6.11
是認しな

い

6.10
是認しな

い

備考

自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

本会議議決

参議院衆議院

150
―

20.1.18 決算行政
監視

6.6
議決(多)

6.10
議決(多)

委員会(本会議趣旨説明)
付託日

提出年月日

19.11.20
(168回)

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

(19.11.26 財務
大臣の報告聴

取)
19.11.26
(168回)

19.11.26
(168回)

本会議
議案要
旨掲載

頁
件 名（参議院の委員会への付託順）

平成十八年度一般会計歳入歳出決算、平成
十八年度特別会計歳入歳出決算、平成十八
年度国税収納金整理資金受払計算書、平成
十八年度政府関係機関決算書

平成十八年度特別会計予備費使用総調書及
び各省各庁所管使用調書（その１）

19.3.20
(166回)

20.1.18 決算行政
監視

5.23
承諾(多)

5.23
承諾(多) 5.23

5.26
5.26

承諾(多)
5.28

不承諾
共産、社民、
無

民主 148

平成十八年度特別会計予算総則第十二条に
基づく経費増額総調書及び各省各庁所管経
費増額調書（その１）

19.3.20
(166回)

―
20.1.18 決算行政

監視

5.23
承諾(多)

5.23
承諾(多)

―
5.23

5.26
5.26

不承諾
5.28

不承諾
自民、公明、
無

民主、共産、
社民、無

148

平成十八年度一般会計予備費使用総調書及
び各省各庁所管使用調書（その２）

19.5.22
(166回)

―
20.1.18 決算行政

監視

5.23
承諾(多)

5.23
承諾(多)

―
5.23

5.26
5.26

承諾(多)
5.28

不承諾

自民、公明、
共産、社民、
無

民主、無 148

平成十八年度特別会計予備費使用総調書及
び各省各庁所管使用調書（その２）

19.5.22
(166回)

―
20.1.18 決算行政

監視

5.23
承諾(多)

5.23
承諾(多)

―
5.23

5.26
5.26

承諾(多)
5.28

不承諾

自民、公明、
共産、社民、
無

民主 149

5.26 質疑

質疑は決算外
２件と一括
5.28
衆議院へ返付
5.29
衆 議 院 よ り 国
会の承諾がな
かった旨 の通
知書を受領



議院運営委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

国立国会図書館法の一部を改正する法律案
（議院運営委員長提出）（衆第15号）

20.4.17
4.17
可決(全)

―
4.17

― ―
4.18
可決(全)

4.18
可決(全)

民主、自民、
公明、共産、
社民、無

―
4.25
20号

118

政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に
係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票
方法等の特例に関する法律及び最高裁判所
裁判官国民審査法の一部を改正する法律案
（原田義昭君外3名提出）（第166回国会衆第
47号）

19.6.12
(166回)

― ― ―
―

20.1.18
― ― 審査未了 ― ― ― ― 129

第 168 回
国会衆議
院におい
て議決

件 名(参議院の委員会への付託順) 委員会

件 名(参議院の委員会への付託順) 提出年月日

提出年月日
委員会議決

参議院

本会議

(本会議趣旨説明)
付託日委員会議決

議案
要旨
掲載
頁

備考

公布日

法律番
号

議案
要旨
掲載
頁

備考

公布日

法律番
号

本会議

本会議議決

参議院

本会議議決

衆議院

委員会(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

衆議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

(本会議趣旨説明)
付託日


